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会 社 名   株 式 会 社  中 山 製 鋼 所 

代表者名  代表取締役社長  箱 守  一 昭 

        （ コ ード 番号 5408 東証プラ イ ム市場）   

問合せ先  執行役員 経営本部企画部長 

兼 Ｉ Ｒ 広報室長  森 岡  由 喜 夫  

        （ Ｔ Ｅ Ｌ  06-6555-3027）  

 

中山製鋼所グループの長期計画の策定に関する お知ら せ 

 

当社は、「 中山製鋼所グループの長期計画「 新電気炉プロ ジェ ク ト を基軸と し た新たな成長ス テージ

へ」（ 2025年度～2033年度）」 を策定し ま し たので、 お知ら せいたし ま す。  

詳細は、 添付資料をご覧く ださ い。  

以 上 
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1 ． 第３ 次中期経営計画の振り 返り
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重点方針
主な進捗状況施 策評 価

1 ） “中山ら し さ ”の追求、 グループ一体での付加価値向上によ る 連結収益最大化

・ 建材合併効果の発揮、 三泉シヤーの構内移転完了
・ 電炉材拡販（ 製品開発） 高耐食メ ッ キ、 低CO2材など
・ 中山通商M&A (九州) や新設中継地着手 (北関東戦略)

グループ一体での加工分野の強化
高付加価値製品の拡販、 サプラ イ チェ ーン拡大
地域密着営業の強化推進

◎
△
〇

2 ） カーボンニュ ート ラ ル・ 循環型社会の実現に向けた取り 組み強化

・ 設備事故対応、 ス ク ラ ッ プ在庫適正化で操業指標改善
・ ス ク ラ ッ プ予約シス テム開始、 海納集荷体制の構築
・ 新製鋼検討グループによ る 詳細検討を継続
・ GXリ ーグや環境配慮型電気炉W Gへの参加、 CDP（ 気

候変動） においてAリ ス ト 獲得、 GHG第三者検証など

5  万㌧/月の電気炉生産体制の確立
ス ク ラ ッ プの集荷対策、 鉄源多様化
電気炉生産能力増強策の詳細検討
サス テナビリ ティ への取り 組み推進

△
〇
〇

◎

3 ） 中部鋼鈑株式会社と の業務提携の推進

・ 新電気炉立ち上げの後ろ倒し も あり 遅れ中部鋼鈑から のス ラ ブ供給、 中部鋼鈑への厚板生産委託△

4 ） 経営基盤の強化

・ 跡地活用に向けて計画通り 遊休設備の解体を完了
・ ワ ーク フロ ーシス テムの導入、 Ｒ Ｐ Ａ 適用拡大、 生産

ラ イ ンでのＡ Ｉ 活用によ る 省エネ化へのト ラ イ など

生産設備の新陳代謝や遊休設備の解体撤去の促進
Ｄ Ｘ への取り 組み

◎
△

5 ） ス テーク ホルダーに貢献する 取り 組み強化

・ 監査等委員会設置会社へ移行、 女性役員登用、 株式報
酬制度・ 委任型執行役員制度の導入など

・ 連結配当性向30% 以上の継続
・ 福利厚生施設の充実、 有給休暇所得率目標達成、

健康経営優良法人認定継続（ 5年連続） など

ガバナンス 体制の強化～監査等委員会設置会社への移行

業績に見合った安定的な株主還元、 情報開示の充実
働き 方改革によ る ワ ーク ラ イ フの充実など

◎

△

〇

5 つの重点方針の振り 返り と 評価
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2 ． 現状認識
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➢2024年は自動車や産業機械の生産減少、
建設向け需要も 縮小

➢2029年にかけては国内需要全体では横ばい

■国内鉄鋼需要

（ 出所） 日本鉄鋼連盟「 鉄鋼需給統計月報」 よ り 、 みずほ銀行産業調査部作成
みずほ産業調査76号『 日本産業の中期見通し 』

当社を取り 巻く 事業環境 ～現状認識①～

6

8 5 %

1 5 %

9 4 %

6 %

9 7 %

3 %

■2023年度全国粗鋼生産比率

7 4 %

2 6 %

高炉鋼

電気炉鋼

厚 板

亜鉛めっき 鋼板

熱延コ イ ル

➢全体に占める 電気炉の
生産割合は約1/4

■品種別生産比率
➢当社主力品種は高炉比率が高く

電気炉材の適用拡大に期待

（ 出所） 日本鉄鋼連盟「 鉄鋼工場別生産実績」 よ り 当社作成

（ 出所） 日本鉄鋼連盟



電気炉
プロ セス
電気炉

プロ セス

当社を取り 巻く 事業環境 ～現状認識②～

粗鋼1 t当り のCO₂ 排出量電気炉は高炉の約1 /4
資源循環プロ セス である 電気炉鋼のニーズの高ま り

電気炉鋼材の需要増加が見込ま れる

事業環境の変化

収益機会

高炉メ ーカーの
生産拠点集約

高炉メ ーカーの
生産拠点集約

温室効果
ガス 削減
温室効果
ガス 削減

ト ラ ンプ
関税

ト ラ ンプ
関税

国内各企業がエネルギー基本計画に同調
カーボンニュ ート ラ ルに向けた取組みが加速

イ ンフレイ ンフレ 建設投資の低迷建設投資の低迷

人口減少
高齢化

人口減少
高齢化

電気炉プロ セス の特徴
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苫小牧
工場

辰口
工場 東京

営業部

田布施
工場

大分
工場

都城
工場

中山製鋼所
全国拠点

全国1 0 工場が
製販一体

本社
船町工場

名古屋
工場丸亀

工場

堺工場

清水
工場

名古屋
営業部

上記のほか、 グループ5 社
の支店、 営業所およ び物流
拠点が4 7 箇所

■中山製鋼所グループ4 つの強み

お客様の求める
多様な分野への適用拡大へ

当社を取り 巻く 事業環境 ～現状認識③～

国内に3 社し かない電気炉鋼板メ ーカー

商社・ 物流機能を保有し た地域密着型体制

縞板およ びＣ 形鋼の国内ト ッ プシェ ア

高炉・ 転炉の技術を有する 電気炉メ ーカー
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3 ． 長 期計画( 2 0 2 5 ～2 0 3 3 年度)
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3 -① 長 期計画の概要
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2 0 3 3長 期計画について

生産能力増強策の
詳細検討

電気炉鋼比率UP

既設電気炉の生産能力増強

新電気炉建設・ 稼働
( 建設工事着工2 0 2 6 .8 ～ 稼働2 0 3 0 年)

中山三星建材と の合併

三泉ｼﾔー 第２ 工場建設

加工強化の推進によ る
収益の拡大と 安定化を確立

新電気炉稼働によ る
成長 戦略の推進

電気炉ニーズの
取り 込み戦略の推進

加工能力のさ ら なる 増強

2 0 3 0 年長 期ビジョ ンをベース に新たに策定

 国内の電気炉薄厚板で確固たる 存在感を確立する

 循環型社会の中でユーザーニーズに応じ た中山ら し さ を追求する

 新生中山製鋼所のス タ ート に向けての三段ロ ケッ ト ( 第1 ~ 3 フ ェ ーズ)  の点火

新電気炉プロ ジェ ク ト を基軸と し た新たな成長 ス テージへ

生産体制
刷新

販売戦略
強化

第1 フェ ーズ
2 0 2 5 ~ 2 0 2 7 年度

第2 フ ェ ーズ
2 0 2 8 ~ 2 0 3 0 年度

第3 フ ェ ーズ
2 0 3 1 ~ 2 0 3 3 年度

第3 次中期経営計画
2 0 2 2 ~ 2 0 2 4 年度

収益基盤の基礎固め 成長 に向けての準備
新生中山のス タ ート ダッ シュ

( 新電気炉のフ ル寄与)

長 期 計 画

■2 0 3 3長 期計画達成に向けたス ロ ーガン
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3 -② 目標KPI
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長 期計画の目標（ 2 0 3 0 年度及び2 0 3 3 年度）

主なKPI ( 財務)

FY2 0 2 4 実績 FY2 0 3 0 目標 FY2 0 3 3 目標

経常利益

EBI TDA

ROE

配当性向

※1  新電気炉完成後の収益、 キャ ッ シュ フ ロ ーの状況を踏ま え株主還元の強化を検討

8 1 億円

1 1 3 億円

5 .4 %

3 8 %

1 0 0 億円以上

2 2 0 億円以上

5 % 以上

3 0 % 以上

1 3 0 億円以上

2 6 0 億円以上

6 % 以上

3 0 % 以上※1
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FY2 0 2 4 実績 FY2 0 3 0 目標 FY2 0 3 3 目標

CO2排出量

（ S co p e1 ,2 ,3 ）

※FY2 0 2 3 年実績

マネージャ ー職に

     占める 女性比率

有給休暇取得率

労働災害件数

1 ,6 3 3 千t

1 4 .3 ％

1 件

1 ,1 5 8 千t

3 0 .0 %

1 0 0 ％

0 件

3 3 .0 ％

1 0 0 ％

0 件

8 2 .8 ％

主なKPI ( 非財務)

長 期計画の目標（ 2 0 3 0 年度及び2 0 3 3 年度）
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1 ） カーボンニュ ート ラ ル・ 循環型社会の実現への貢献

2 ） 収益構造の改善、 製品ポート フ ォ リ オの改革

3 ） 事業連携の強化

4 ） 新電気炉稼働に向けた体制づく り

5 ） 経営基盤の強化

長 期計画における 重点方針
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3 -③ 新電気炉プロ ジェ ク ト
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電気炉新設の必要性

電気炉の新設は経営戦略上の必須事項

17

高付加価値製品
の拡販

高コ ス ト 購入鉄源
によ る 低収益構造

CO2排出量
の削減

連続鋳造機
の幅制約がある

建屋基礎が弱く
炉容積の拡大が

でき ない

築5 0 年以上
の建屋で更新が

でき ない

■既設電気炉の課題 ■全社的な課題



出資5 1 ％ 出資4 9 ％

新設合弁会社

一部を供給

2 0 3 0 年稼働予定

設備保有

新電気炉投資: 日本製鉄と の合弁会社設立ス キーム（ 事業連携の強化）

ス キーム: 日本製鉄と 新会社設立、 製品等を日本製鉄へ供給
①当社工場内に電気炉を含む製鋼設備保有会社を設立
②当社が製鋼設備を賃借し 操業
③当社が製造する ス ラ ブ・ ホッ ト コ イ ル等の一部を日本製鉄に供給

総投資額: 9 5 0 億円程度

出 資 額: 5 0 0 億円程度
( 出資比率 当社5 1 % 、 日本製鉄4 9 % )

今後のス ケジュ ール（ 予定）
・ 2025年9月 合弁契約締結
・ 2026年3月 新会社設立
・ 2030年以降 稼働開始

2 0 0 ㌧炉

2 0 3 0 年休止予定
既設電気炉

8 5 ㌧炉

熱 延

熱延コ イ ル等

一部を供給

熱延コ イ ル

当社船町工場内に設置

当社が新電気炉を操業し ス ラ ブ製造

ス ラ ブ

ス ラ ブ

18



委託 電気炉材の製品ラ イ ンナッ プの拡充

新電気炉プロ ジェ ク ト の概要と 狙い

自社電炉
鋼片

購入高炉
鋼片

購入電炉
鋼片

フラ ッ ト 製品の鉄源構成の変化

現状 新電気炉稼働後

両社のニーズを満たす
w in -w in のプロ ジェ ク ト

自社電炉
鋼片

委託

購入鋼片

19

日本製鉄と の合弁会社設立

中山製鋼所の技術力と イ ンフラ を活用

◆日本製鉄の狙い

◆当社の狙い

受託生産量の増加によ る 安定生産

大型岸壁を利用し た輸送効率の向上

安定し た収益の確保

電気炉材ニーズの捕捉

2 倍以上に
能力増強

一部を
日本製鉄へ供給



新電気炉の設備概要

新電気炉設備導入の効果

製 鋼鉄 源

※写真は設備イ メ ージ

鉄ス ク ラ ッ プ

 現状の屋外保管から 屋内保管へ変更
( 予定) ⇒ 品質劣化の防止

 ス ク ラ ッ プヤード から 電気炉へ直送

 調達は陸路と 海路で全国各地から 集荷

電気炉、 連続鋳造機

 ス ク ラ ッ プ連続装入で省人化、 排ガス 予熱で省エネ1 0 ％超UP

 2 0 0 ㌧炉へ拡大 ⇒ 成分のバラ ツ キが低減 ⇒ 上級屑使用比率低減へ

 ス ラ ブ鋳造幅拡張（ ４ fe e t⇒5 f e e t） ⇒ 鋼鈑類を 中心に拡販へ

 鋳造途中の幅変更で必要サイ ズのス ラ ブを 生産 ⇒ ス ラ ブ在庫大幅圧縮

熱延へのス ラ ブホッ ト チャ ージの実現へ（ 加熱炉コ ス ト 、 在庫低減）

20

34%

15%

25%

31%

19% 42%

15%

4%

その他

社内屑

ダラ イ コ

HS2

H2

新断

7%
8%

新電気炉
稼働後

現状



新電気炉のレ イ アウ ト と 建設ス ケジュ ール

本社船町工場

21

生産
指標

現状 将来

ヒ ート サイ ズ （ ㌧/ch） 85 200

電気炉工場新設
( 旧高炉･コ ーク ス 跡地の活用)

現在の電気炉工場

熱延へのス ラ ブホッ ト チャ ージの実現へ
（ 加熱炉コ ス ト 、 在庫低減）

2 0 2 7 ～

2 0 2 9 年

環境ｱｾｽﾒﾝﾄ

工事

操業

マイ ルス ト ーン

2 0 2 5 年 2 0 2 6 年 2 0 3 0 年

★投資決定( 5 /9 ) ★着工 ★完工 ★操業確立

試運転 フ ル操業

建設ス ケジュ ール



2013年度 2023年度実績 2030年度目標 2050年度目標

S co p e 3

S co p e 2

S co p e 1

カーボンニュ ート ラ ルと グリ ーン鋼材への取り 組み

2 0 1 3 年度比
▲4 6 %

グリ ーン
電力調達

22

既設電気炉 新電気炉稼働

ク レ ジッ ト
調達

他社
電気炉鋼片

他社
電気炉鋼片

ク レ ジッ ト
調達

自家
電気炉鋼片

Ｐ Ｐ Ａ

水素ガス 等
への切替

グリ ーン
電力調達

2 0 5 0 年
カーボンフ リ ー

■カーボンニュ ート ラ ルに向けてのロ ード マッ プ

※PPA: 太陽光電力契約

グリ ーン鋼材への取り 組みを進める

Ｐ Ｐ Ａ



製品ポート フ ォ リ オから 見た製品戦略

2 3 年度上期 製品構成

棒線 2 0 6

フラ ッ ト 6 3 4

建材 1 6 5

受託 6

( 2 0 % )

( 6 3 % )

( 1 6 % )

( 1 % )

( )  内は製品構成比率

販売数量合計 1 ,0 1 1

2 4 年度

アズコ イ ル, 27%

NP・ 厚板, 5%

棒線, 

21%

シヤー等, 1 7 %

メ ッ キ・ 酸洗, 1 3 %

建材, 

1 7 %

製品構成（ 圧延・ 加工）

加工製品

圧延製品

23

製品構成（ 販売数量） 【 千t】



3 -④ 長 期計画達成に向けた体制づく り
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建築・ 土木・ 産業機械

カーボンニュ ート ラ ル・ 循環型社会の実現に向けた営業力強化
電気炉材の拡販と 適用拡大

当社は国内に3 社し かない電気炉鋼板メ ーカー ＋ 高炉・ 転炉の経験、 技術を蓄積

電気炉では難し いと さ れてき た高品質の鋼材、 高機能性製品を実現する 技術と 開発力

当社電気炉材の用途の8 割が
建築・ 土木・ 産業機械用

お客様の求める 多様な分野への適用拡大へ

既存分野

既に一部ではメ ーカー評価中
ま たは製品化へ

ガス 容器家電、 電装部品

自動車鋼製家具・ 内装品

新規分野 ( 一例)

LPガス 容器冷蔵庫
洗濯機

エアコ ン

ロ ッ カー

内装部品

25



北関東への商圏の拡大

常陸那珂港区の選定理由

 高速道路ネッ ト ワ ーク が充実

( 北関東自動車道、 圏央道へ直結)

 関西から 新潟地区への陸送代替可能

 京浜港の代替地と し て利用可能

 災害時の事業継続計画の回避港、 耐震強化岸壁

 ５ fe e t幅の製造が可能と なる 事で新規顧客獲得を

目指し 、 北関東圏へ進出

総合メ リ ッ ト

 当社及び中山通商の拡販収益増

 三星海運によ る 輸送体制の確立 ～ 陸送費用の低減

 将来的な自社鉄源増加に伴う 拡販への期待大

 賃貸借契約によ る 初期投資額の抑制

常陸那珂港区のロ ケーショ ン

新規

既存

26

■2 0 2 5 年1 2 月に常陸那珂港の中継地を開設



長 期的視点での鉄ス ク ラ ッ プ調達強化

鉄ス ク ラ ッ プ岸壁利用によ る
海上輸送のイ メ ージ

中核拠点

船町
名古屋

清水

 岸壁利用によ る 日本各地から の海送仕入れ促進

（ サテラ イ ト ヤード と し ての運用）

清水: 拡張予定

名古屋: 新規開設予定

 輸入屑を 含めて購入検討

 サテラ イ ト ヤード ( 商社ヤード 活用含む) の集荷テス ト

 鉄ス ク ラ ッ プ納入予約シス テム の運用確立

 新電気炉でのAI 検収の導入検討

 連結子会社である 三星海運によ る 輸送体制の確立 約1 .1 万M 2

鉄ス ク ラ ッ プ専用重機導入( 2 0 2 5 .3 )

鉄ス ク ラ ッ プ置場

清水工場

27

■清水工場の拡張と 名古屋工場の新規開設



人的資本経営・ ガバナンス 強化への取り 組み

1 ） 組織・ 制度の最適化、 業務改善

2 ） 多様な人材の確保と 育成

3 ） ウ ェ ルビーイ ング、 エンゲージメ ント 向上

人的資本経営

28

 組織の最適化（ 統廃合、 新設）
 能力開発専門部署設置
 DX人材育成、 生産性向上

 長 期を見据えた人材マッ プ作成
 タ レ ント マネジメ ント 検討
 人材育成、 研修制度再構築
 女性、 外国人採用数拡大

 エンゲージメ ント サーベイ の検討
 人権DDの実施
 健康経営の継続推進

ガバナンス 強化

1 ） I R広報室の設置

2 ） 新執行役員制度の導入

 2 0 2 5 .6 .2 6 ～導入
 経営監督機能と 業務執行機能の分離

 2 0 2 5 .4 .1 設置
 企業価値向上に向けた情報発信
 ス テーク ホルダーと の対話促進



3 -⑤ 財務戦略

29



30

財務戦略 キャ ピ タ ル・ アロ ケーショ ン

2 0 2 5 年度～2 0 2 9 年度のキャ ピタ ル・ アロ ケーショ ン
( 新電気炉立上げま で)

新電気炉投資 ( 成長 投資)
 電気炉鋼材の適用拡大によ り カーボンニュ ート ラ ル･循環型社会の

実現に貢献 (CO2排出量を2013年度比46% 削減)

 既設電気炉の2倍以上の生産能力と なる 新電気炉導入 (120万t/年)

 外部鉄源から 自社鉄源への振替、 省エネ化、 生産性の向上、 工場
レ イ アウ ト の最適化などによ る コ ス ト 競争力強化

 日本製鉄と の業務提携に基づく 電気炉鋼片や電気炉熱延製品の
供給によ る 効果 (収益性向上、 安定化)

維持更新･その他の成長 投資
 安定･安全操業に関わる 投資を最優先

 新電気炉投資以外の収益投資 (新電気炉稼働ま での間の既設電気炉
によ る 60万t/年体制構築や加工戦略の強化 [M&A検討含む] など)

株主還元
 連結配当性向30％以上を目安と し 、 安定配当の維持を基本と する

 新電気炉完成後の収益、 キャ ッ シュ フロ ーの状況を踏ま え、 株主還
元の強化を検討

キャ ッ シュ イ ン キャ ッ シュ アウ ト

日本製鉄出資分

245億円程度

( ※合弁会社への出資)

株主還元

100億円程度

営業CF

530億円程度

銀行借入

資産売却など
維持更新･その他成長 投資

350億円程度

新電気炉投資

950億円程度

 新電気炉投資は当社

 及び合弁会社によ る

設備投資額の合算

※
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財務戦略 配当方針

 連結配当性向3 0 ％以上を目安と し 、 安定配当の維持を基本と する

 新電気炉完成後の収益、 キャ ッ シュ フロ ーの状況を踏ま え、 株主還元の強化を検討

株主還元方針
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円/株円/株 当社株価と 日経平均株価の推移

当社株価 日経平均

資本コ ス ト や株価を意識し た経営の実践

PBR改善に向けて

➀ 中山製鋼所グループ2 0 3 3長 期計画

2033年度目標
●経常利益 : 130億円以上
●EBITDA : 260億円以上
●ROE         : 6 .0% 以上

➁ 資産の有効活用
●保有不動産、 株式の売却資金を新電気炉投資へ

➂ 成長 戦略
●グループ一体の加工戦略の推進
●中長 期戦略と し て、 電気炉生産能力の増強など

➀ ES Gの推進
●脱炭素への取組み、 人的資本経営、 ガバナンス 強化

➁ I Rなどの活動強化
●IR体制整備 (IR広報室の設置)

~ 開示内容の充実、 情報発信の強化、 投資家等と の対話促進

➂ 配当政策
●連結配当性向30％以上を目安と し 、 安定配当の維持を基本
●新電気炉完成後の収益、 キャ ッ シュ フロ ーの状況を踏ま え、

株主還元の強化を検討

ROE向上

市場評価の向上 株価

2 0 2 1 .3 ～2 0 2 5 .3

0 .2 7 0 .2 8 0 .2 7

0 .5 4 0 .4 9
0 .3 8

0.0
0 .2
0 .4
0 .6
0 .8
1 .0
1 .2

2019 2020 2021 2022 2023 2024 20242

PBR倍

2 0 3 3

資本効率

3 .6 % 2 .8 %

5 .6 %

1 1 .0 %

8 .8 %

5 .4 %

0%

5%

10%

15% ROE

3 年平均 8 .5 ％
( 2 0 2 2 ～2 0 2 4 年度)

6 .0 ％以上

目標
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Ap p en d ix
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中山製鋼所グループ2 0 3 0長 期ビ ジョ ン ( あり たい姿)

中山製鋼所グループは、 公正な競争を通じ て付加価値
を創出し 経済社会の発展を担う と と も に、 社会にと っ
て有用な存在であり 続けま す。

経営
理念
経営
理念

中山製鋼所グループは、 鉄鋼事業を中核に発展し て
き た企業集団であり 、 今後と も お客様と 将来の夢を
共有し 、 社会にと って有用な付加価値の高い製品を
開発、 商品化し 、 お客様に安定的に提供し ていく 努
力を継続し てま いり ま す。

グループ
ビ ジョ ン

・ 広大な鋼材消費地である 大阪の中心部で荷役に優位な湾岸に位置する 電気炉メ ーカーが母体
・ グループで鋼材生産～加工～販売～物流の一連の機能を保有
・ 鋼材製品、 成形品、 加工品、 鋼材関連製品の販売網を全国に展開、 き め細かな営業ス タ イ ル
・ 高度な製鋼、 圧延、 成形、 加工技術と ノ ウ ハウ を保有
・ 鋼材生産～成形～加工ま でをグループ会社で手掛ける こ と で、 お客様ニーズに直結し た生産が可能

中山製鋼所
グループの

強み

1 0 0 年先も 躍動し 続ける グループを目指し 、
長 期ビジョ ンと し て

2 0 3 0 年のあり たい姿・ 目指す企業像
を策定

カーボンニュ ート ラ ル実現に向けて尽力する 企業

・ 鉄リ サイ ク ルを通じ て環境負荷低減に寄与
・ 使用電力の脱炭素化を指向

社会に貢献し 地域と 協調・ 共生する 企業

・ 社会貢献活動の充実化
・ グループ各拠点での地域コ ミ ュ ニティ と の連携強化

従業員のモチベーショ ンをアッ プさ せ、
家族の幸せを追求する 企業

・ 無事故・ 無災害の実現と 健康経営の一層の強化
・ ワ ーク ラ イ フ バラ ンス の充実化

お客様に中山製鋼所グループを選んでいただき 、
喜んでいただける 企業

・ 中山ら し さ の追求
・ お客様のニーズを先取り 、 提案型営業を推進
・ 品質管理を徹底し 、 お客様と の信頼関係を強化

ス テーク ホルダーに安心し ていただき 、
喜んでいただける 企業

・ ガバナンス の徹底・ 強化
・ ス テーク ホルダーと の対話機会の充実化
・ 企業価値向上によ る 安定的利益還元
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Ｃ Ｏ ₂  排出量（ S co p e１ ,２ ,３ ） の推移 Scope3

Scope2

Scope1

Scope1,2,3

Scope1,2

カーボンニュ ート ラ ル・ 循環型社会の実現に向けた取り 組み強化
サス テナビリ ティ への取組み推進～指標と 目標

 バリ ュ ーチェ ーン全体における CO₂ 排出量削減実績と 目標

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

▲46%

（ 千t-Ｃ Ｏ ₂ /年）

※1 Ｃ Ｏ ₂  排出量は当社の鉄鋼事業、 エンジニアリ ング事業、 およ びグループ会社５ 社における Scope１ ， ２ と Scope３ を示し ていま す。

※2 Ｃ Ｏ ₂  排出量算定にあたり 電力会社から の供給電力は調整後係数を適用、 排出原単位は「 サプラ イ チェ ーンを通じ た組織の温室効果

ガス 排出等の算定のための排出原単位データ ベース ver.3 .4」 を適用し ま し た。

※3 2023年度が前年度から 大幅に増加し たのは、 Scope２ で電力会社の排出原単位が東海・ 関西・ 九州地区で1.2～1.4倍と なったこ と

によ る も ので、 電気使用量は減少し ており ま す。 ま たScope3では、 電気炉工場にてト ラ ブルが発生し たこ と で、 ス ラ ブ購入量の

増加に伴い、 Ｃ Ｏ ₂ 排出量も 増加し ま し た。
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2 0 5 0 年カーボンニュ ート ラ ルに向けてのロ ード マッ プ

●CO₂ 排出量が高炉製品の１ ／４ である 電気炉製品の生産比率を 向上さ せ、 S co p e 3 の排出量を 大幅に削減。
●省エネ設備、 熱延直送圧延、 太陽光発電など の導入を 進め、 2 0 3 0 年には2 0 1 3 年比4 6 ％以上のCO₂ 排出量削減を 目指す。
●更なる 燃料･電力原単位削減の新設備技術､新燃料など の生産設備･船舶など への適用、 再エネ設備･廃熱回収発電設備の導入。

カーボンニュ ート ラ ル・ 循環型社会の実現に向けた取り 組み強化
サス テナビリ ティ への取組み推進
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カーボンニュ ート ラ ル・ 循環型社会の実現に向けた取り 組み強化
サス テナビリ ティ への取り 組み推進

内 容
ホームページ

掲載日

「 GXリ ーグ基本構想」 に賛同
～2023.5 .15にGXリ ーグ「 参画」 へ移行～

2022.6 .30  

「 気候変動関連財務情報開示タ ス ク フォ ース (TCFD)」
提言への賛同

2022.11.1  

「 Nakayam a S teel CSR Report 2022」 を当社ホームページに掲載
当社の環境への取り 組み内容を掲載
～新たにTCFD提言に沿った取り 組みを記載～

2022.11.30

「 Nakayam a S teel CSR Report 2023」 を当社ホームページに掲載2023.11.30

第130期 有価証券報告書にサス テナビリ ティ に関する 取り 組みの
進捗状況を記載

2024.6 .26

「 Nakayam a S teel Report 2024」 (統合報告書)を
当社ホームページに掲載

2024.10.31 

Ｃ Ｄ Ｐ 2024 気候変動調査において最高ラ ンク 「 A」 評価を獲得2025.2 .7  
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第１ フ ェ ーズでの主な取り 組み施策①

既設電気炉5万㌧/月体制の構築

炉底電極マルチピン化（ 2025 6～）

※期待効果: 電極交換頻度少→稼働時間拡大

電気炉鋼片直送率の向上

※期待効果: 熱延加熱炉燃料・ 構内運搬費削減

ス ク ラ ッ プ予約シス テム運用定着

※期待効果: ス ク ラ ッ プ在庫適正化と 受入作業効率化

ス ク ラ ッ プ集荷対応

遠方玉集荷サテラ イ ト ヤード 対応

※期待効果: ス ク ラ ッ プの安定調達
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第１ フ ェ ーズでの主な取り 組み施策➁

高級鋼の拡販

棒線: バネ鋼・ S快削鋼の開発

高耐食性メ ッ キ製品の開発

軽量形鋼 特殊色・ グループ協働での足場管拡販

加工戦略の推進
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“ 中山ら し さ ”の追求、 グループ一体での付加価値向上によ る 連結収益最大化
電気炉材適用拡大
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“ 中山ら し さ ”の追求、 グループ一体での付加価値向上によ る 連結収益最大化
～グループ一体での加工分野の強化、 高付加価値製品の拡販

中山三星建材 ( 建材事業)  と の合併
 2 0 2 2 .4 に完全子会社の中山三星建材を 合併

 加工強化戦略の実行を 一段と 加速、 効率的な
経営を 推進

 グループシナジーを 拡大し 、 グループ総合力
強化を 図る

建材事業の業績 ( 前年度比)

 建材製品の販売量はほぼ横ばい(但し 2000M2

未満のS造需要に占める 建材シェ アは上昇)

 販売価格の下落、 コ ス ト 増加によ り 減益

足元の取組み状況 ( 合併効果など)

 本社船町工場から 建材事業本部各工場への
納入コ イ ルの最適化によ る 一貫歩留の向上

 グループ一貫収益管理の強化

 電気炉材の適用拡大
(2024年10月よ り 低Ｃ Ｏ ₂ 材へ本格移行)

 電気炉材を 活用し たコ ス ト 低減や在庫削減

 製品開発本部によ る 高機能材への電気炉材
の適用推進

 収益性の高い付加価値ゾ ーン (ダーク グレ ー
色)  切替の促進及び新規ブラ ッ ク 色を 追加

中山三星建材 ( 建材事業)  を 合併後の中山製鋼所の生産・ 販売体制

ダーク グレ ー色 ブラ ッ ク 色 ブラ ッ ク 色 施工例

2 ,0 8 2 2 ,0 2 7 1 ,8 0 3 1 ,6 8 5

2 ,4 7 6 2 ,1 6 8 2 ,0 3 0 1 ,8 8 4

4 ,5 5 8 4 ,1 9 5 3 ,8 3 4

3 ,5 6 9

190 187 176 16 5

4 .2 %

4 .5 %

4 .6 % 4 .6 %

4 .0%

5 .0%

0

1 ,00 0

2 ,00 0

3 ,00 0

4 ,00 0

5 ,00 0

6 ,00 0

7 ,00 0

S 造需要と 建材事業部シェア( 推定)の推移

S造需要( 2000㎡未満) S造需要( 2000㎡以上) 建材出荷量 建材シェ ア

( 9 .1 % )

( 9 .8 % )
( 9 .8 % )

( 9 .2 % )

( )は建材出荷量÷S造需要2000㎡未満 S造 : 建築着工面積×100kg 出所: 国土交通省

2021 2022 2023 2024

S 造需要( 2 0 0 0 M 2未満) に占める 建材シェ アは上昇
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“ 中山ら し さ ”の追求、 グループ一体での付加価値向上によ る 連結収益最大化
～グループ一体での加工分野の強化、 高付加価値製品の拡販

7.1 9.6 9.3 10.0

17.9
20.8 20.6 20.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

22年度 23年度 24年度 25年度

実績 実績 実績 計画

三泉シヤー売上高推移

加工 定尺他
24.9

(億円）

三泉シヤー新事務所建設
 完全子会社の三泉シヤー本社事務所（ 2 0 2 4 年1 2 月移転） を 、 2 0 2 3 年4 月から 営業生産を 開始し た中山製鋼所構内工場

横に建設。

 管理・ 営業と 製造の非効率な状況を 解消し 、 製販一体の強化。

< 三泉シヤー新本社事務所>

工場設備仕様

 工場には最大切断板厚28㍉の12kw ファ イ バーレ ーザー切断機、 400A
プラ ズマ切断機、 10Fシャ ーリ ングマシン、 プレ ス ブレ ーキ、 開先加工
機などの設備を編成

新事務所への移転完了
 製販一体での業務体制が一層強化さ れ、 業務効率化が図れた。 ま た、

お客様満足度の向上によ り 拡販可能な体制に変換

グループシナジーの向上

 中山製鋼所の厚板 (NP鋼板) の定尺サイ ズ切断の受託
加工の実施～切断面品質の向上

 中山製鋼所およ びグループ商社と 連携し て縞板加工の
販売網を広げていく

30.4 29.9 30.9

１ 階床面積 : 246 .12㎡ ２ 階床面積 : 240 .00㎡
延べ床面積 : 486 .12㎡/147.05坪

1 ,5 0 0 ～1 ,6 0 0 t/月

2 ,2 0 0 ～2 ,3 0 0 t/月

3 5 % 以上17～20%
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“ 中山ら し さ ”の追求、 グループ一体での付加価値向上によ る 連結収益最大化
～製造・ 加工拠点を活かし た地場密着営業の強化推進

三星商事の自社EC ( 電子商取引)  サイ ト 本格運用
 自社ECサイ ト 「 PRO資材便」 を 立上げ、 2 3 年7 月よ り 本格運用開始

 現在東日本全域での展開中 2 5 年5 月よ り 全国展開を 目指す

建築資材の全国総合卸売商社

❶昭和23年設立の老舗企業

❷鋼材、 亜鉛鉄板、 線材製品や各種建築資材を取り 扱う
専門商社

❸土木、 建築、 農業、 ホームイ ンプルーブメ ント ま で
取り 扱い品目は4万点

❹全国各地に倉庫を併設し た営業拠点を配置し 、 金物店・
工具店・ 建材店やホームセンタ ーへ宅配便で運びにく い
中型サイ ズの資材ま で即納でき る 自社配送の体制を整備
本社･営業所合わせて全国29拠点、 子会社2社

➎中山製鋼所グループから の取扱量は約67千㌧
(2024年度実績)
中山製鋼所の顧客から の仕入も 多く 、 グループ商品の
拡販に努める

納品状況

①一般金物店等約2 1 ,0 0 0 社のう ち、 約3 ,0 0 0 社に納入

②主なホームセンタ ー約6 0 社 4 ,9 0 0 店舗
のう ち、 4 7 社 約4 ,3 0 0 店舗に納入

< ECサイ ト >

「 」

ユニッ ク 車:
移動式ク レ ーン車

自社ECサイ ト
 プロ 向けの建設資材販売サイ ト と し て東日本エリ アから

ス タ ート し 新規顧客獲得に向けての取り 組み

 仮囲い鋼板、 パイ プ、 線材製品、 ブルーシート などの土木資材、
足場関連資材をはじ め約1,000アイ テムをWEB販売

 将来的には5,000アイ テムの取扱いを目指す

 WEB販売を通し て現場配達など物件獲得を進める

 中大型商材の現場配送を視野に
ユニッ ク 車を各営業所に導入中

 2024年6月に東海地区運用開始

 2024年9月に近畿地区運用開始

 2024年12月に中四国地区運用開始予定

 2025年5月に九州地区運用開始予定
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本資料は、 金融商品取引法上のディ ス ク ロ ージャ ー資料ではなく 、
その情報の正確性、 完全性を保証する も のではあり ま せん。 ま た、
本資料に記載さ れた将来の予測等は、 資料作成時点で入手さ れた
情報に基づく も のであり 、 不確定要素を含んでおり ま す。 従いま し
て、 本資料のみに依拠し て投資判断さ れま すこ と はお控えく ださ い
ま すよ う お願いいたし ま す。 本資料利用の結果生じ たいかなる 損害
につき ま し ても 、 当社は一切責任を負いま せん。
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